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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
　当社は、2025年２月４日付「第三者委員会設置及び2025年３月期第３四半期決算短信の開示が四半期終了後45日を超

えることに関するお知らせ」の通り、利害関係を有しない外部の有識者で構成する第三者委員会を設置し、調査を進め

てまいりましたところ、2025年４月21日付「第三者委員会の調査報告書（公表版）公表に関するお知らせ」の通り、第

三者委員会より調査報告書を受領いたしました。

 

　また、当社は、2025年６月２日付「特別調査委員会の設置に関するお知らせ」の通り、利害関係を有しない外部の弁

護士が委員長を務め、その他外部専門家の委員で構成される特別調査委員会を設置し、調査を進めてまいりましたとこ

ろ、2025年７月31日付「特別調査委員会の調査報告書受領に関するお知らせ」の通り、特別調査委員会より調査報告書

を受領いたしました。

 

　当社は、第三者委員会の調査結果を踏まえ、当社及び当社の連結子会社であるディーズセキュリティ株式会社におい

て不適切な時期に計上されたと認定された売上取引について、過年度に遡って売上及び売上原価の計上を取り消し、正

しい時期に売上及び売上原価を計上し直す等の訂正を行うこととしました。

　また、当社は、特別調査委員会の調査結果を踏まえ、適切な手続が採られていなかった会社法上の利益相反取引に係

る経費及び不適切な経費計上と認定した経費について、過年度に遡って経費計上を取り消すとともに、本来当該経費を

負担すべき当社代表取締役（当時）及び取締役に返還を求めるべく未収入金を計上し、当該未収入金を関連当事者取引

として注記をする等の訂正を行うこととしました。

　これらの過年度の会計処理の訂正を反映するために、当社は、過去に提出済みの有価証券報告書等に記載されている

連結財務諸表及び財務諸表並びに四半期連結財務諸表等を訂正することといたしました。なお、今回の訂正にあたって

は、過年度において重要性がないため訂正を行っていなかった事項の訂正も併せて行っております。

 

　これらの決算訂正により、当社が2024年２月14日付で提出いたしました第９期第３四半期(自　2023年10月1日　至　

2023年12月31日)四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたので、これを訂正するため、四半期報告

書の訂正報告書を提出するものであります。

 

　なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けており、そ

の四半期レビュー報告書を添付しております。

 

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

　第１　企業の概況

　　１　主要な経営指標等の推移

　第２　事業の状況

　　２　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

　第４　経理の状況

　　１　四半期連結財務諸表

 

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、

訂正後のみを記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第８期
第３四半期
連結累計期間

第９期
第３四半期
連結累計期間

第８期

会計期間
自2022年４月１日
至2022年12月31日

自2023年４月１日
至2023年12月31日

自2022年４月１日
至2023年３月31日

売上高 （千円） 3,200,866 3,451,875 4,616,472

経常利益 （千円） 266,019 195,835 356,083

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 148,826 93,806 196,588

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 148,826 93,806 196,588

純資産額 （千円） 2,306,718 2,448,199 2,354,393

総資産額 （千円） 3,571,093 3,730,405 3,802,850

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 54.97 34.65 72.62

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） - - -

自己資本比率 （％） 64.6 65.6 61.9

 

回次
第８期
第３四半期
連結会計期間

第９期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2022年10月１日
至2022年12月31日

自2023年10月１日
至2023年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 21.44 8.94

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

（a）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行に伴い、国内の

人流回復による経済活動の再開と円安を追い風にした訪日外国人旅行者の増加によるインバウンド需要や活発な設

備投資などにより、緩やかに回復へと向かっております。一方で、ロシアによるウクライナ進攻等の地政学的リス

クの影響や、円安の影響による原油等をはじめとしたエネルギー資源や原材料価格の高騰が継続しております。加

えて中国経済の不安定化により経済への影響が懸念され、依然として景気の先行きは不透明な状況が続いておりま

す。

セキュリティ事業においては、防犯意識の高まりを背景に、大手事務機器メーカーや大手警備会社と連携して防

犯カメラシステムを全国各地に納入してまいりました。また、当社グループのビジョンである「誰もが安心・安

全・便利に暮らせる未来の街（Safe City）の実現に向け、各種製品の企画開発にも積極的に取り組み、更に人材

確保に向けた給与のベースアップ等の人材投資にも積極的に取り組んでまいりました。

モバイル事業においては、当社店舗が出店しているショッピングモール等の商業施設内で積極的な販促活動を実

施し、MNPを含めた新規顧客の獲得に注力いたしました。また、新型端末の発売と共にお客様のニーズに応えた

様々な料金プランが登場しており、お客様の利用状況に合わせた端末及び料金プランを提案するとともに、光回

線、映像・音楽コンテンツ配信、キャッシュレス決済等、収益の多様化に取り組んでまいりました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は3,451百万円（前年同期比7.8％増）、営業利益は199百万円

（前年同期比31.5％減）、経常利益は195百万円（前年同期比26.4％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は

93百万円（前年同期比37.0％減）となりました。

 

（b）財政状態に関する説明

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末比72百万円減の3,730百万円となりまし

た。これは主に、商品及び製品の増加229百万円、未収還付法人税等の増加13百万円、未収還付消費税等を含む

その他流動資産の増加37百万円、現金及び預金の減少102百万円、売上債権の減少251百万円などによるものであ

ります。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末比166百万円減の1,282百万円となりまし

た。これは主に、仮受金の増加109百万円、リース債務の増加13百万円、支払手形及び買掛金の減少57百万円、

短期借入金の減少10百万円、未払法人税等の減少100百万円、未払金を含むその他流動負債の減少54百万円、長

期借入金の減少55百万円などによるものであります。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末比93百万円増の2,448百万円となりま

した。これは、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上による利益剰余金の増加93百万円によるものでありま

す。

 

(2）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(3）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。
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(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,000,000

計 5,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2023年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2024年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,707,000 2,707,000
東京証券取引所

スタンダード市場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。単元株

式数は100株であり

ます。

計 2,707,000 2,707,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2023年10月１日～

2023年12月31日
- 2,707,000 - 100,000 - 24,867

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2023年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,706,000 27,060

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。単元

株式数は100株でありま

す。

単元未満株式 普通株式 1,000 － －

発行済株式総数  2,707,000 － －

総株主の議決権  － 27,060 －

（注）１．当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2023年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

２．「単元未満株式」の中には、当社所有の自己株式43株が含まれております。

 

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2023年10月１日から2023

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2023年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2023年12月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 767,654 664,868

受取手形 595 880

売掛金 644,999 393,088

商品及び製品 809,302 1,038,339

未収還付法人税等 - 13,021

その他 30,104 68,023

流動資産合計 2,252,656 2,178,222

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 613,875 593,661

土地 405,873 405,873

リース資産（純額） 25,106 37,256

建設仮勘定 289,289 308,176

その他（純額） 26,238 29,575

有形固定資産合計 1,360,383 1,374,544

無形固定資産 10,456 7,202

投資その他の資産   

敷金及び保証金 113,220 111,948

繰延税金資産 38,332 32,326

長期未収入金 102,726 127,935

その他 27,802 26,161

貸倒引当金 △102,726 △127,935

投資その他の資産合計 179,354 170,436

固定資産合計 1,550,194 1,552,183

資産合計 3,802,850 3,730,405

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 201,128 143,678

短期借入金 120,000 110,000

１年内返済予定の長期借入金 71,028 74,236

未払法人税等 124,016 23,366

リース債務 4,222 6,579

賞与引当金 21,880 8,163

仮受金 102,944 211,986

その他 226,051 171,804

流動負債合計 871,271 749,815

固定負債   

長期借入金 555,350 499,663

リース債務 15,454 26,287

その他 6,381 6,439

固定負債合計 577,186 532,390

負債合計 1,448,457 1,282,206
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2023年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2023年12月31日）

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 10 10

利益剰余金 2,254,470 2,348,276

自己株式 △86 △86

株主資本合計 2,354,393 2,448,199

純資産合計 2,354,393 2,448,199

負債純資産合計 3,802,850 3,730,405
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年12月31日）

売上高 3,200,866 3,451,875

売上原価 2,049,744 2,274,477

売上総利益 1,151,122 1,177,398

販売費及び一般管理費 860,013 978,077

営業利益 291,109 199,321

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 3 1

受取保険金 - 2,418

助成金収入 1,199 2,084

還付加算金 1,808 7

その他 1,214 480

営業外収益合計 4,226 4,992

営業外費用   

支払利息 5,716 4,784

為替差損 1,473 3,694

上場関連費用 22,126 -

営業外費用合計 29,317 8,479

経常利益 266,019 195,835

特別利益   

固定資産売却益 3,117 2,601

特別利益合計 3,117 2,601

特別損失   

店舗閉鎖損失 1,364 -

貸倒引当金繰入額 24,939 25,209

特別損失合計 26,304 25,209

税金等調整前四半期純利益 242,832 173,227

法人税、住民税及び事業税 120,116 73,412

法人税等調整額 △26,110 6,008

法人税等合計 94,006 79,421

四半期純利益 148,826 93,806

親会社株主に帰属する四半期純利益 148,826 93,806
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年12月31日）

四半期純利益 148,826 93,806

四半期包括利益 148,826 93,806

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 148,826 93,806

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであ

ります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日
至 2022年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2023年４月１日
至 2023年12月31日）

減価償却費

のれんの償却額

44,179千円

1,506

37,650千円

1,506

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
セキュリ
ティ事業

モバイル
事業

計

売上高        

顧客との契約から生じ

る収益
1,679,943 1,510,310 3,190,253 - 3,190,253 - 3,190,253

その他の収益 - - - 10,613 10,613 - 10,613

外部顧客への売上高 1,679,943 1,510,310 3,190,253 10,613 3,200,866 - 3,200,866

セグメント間の内部売

上高又は振替高
- - - 4,815 4,815 △4,815 -

計 1,679,943 1,510,310 3,190,253 15,428 3,205,681 △4,815 3,200,866

セグメント利益 302,198 139,431 441,629 12,151 453,780 △162,671 291,109

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を含んでおり

ます。

２．セグメント利益の調整額は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
セキュリ
ティ事業

モバイル
事業

計

売上高        

顧客との契約から生じ

る収益
1,810,265 1,632,115 3,442,380 - 3,442,380 - 3,442,380

その他の収益 - - - 9,495 9,495 - 9,495

外部顧客への売上高 1,810,265 1,632,115 3,442,380 9,495 3,451,875 - 3,451,875

セグメント間の内部売

上高又は振替高
- - - 4,815 4,815 △4,815 -

計 1,810,265 1,632,115 3,442,380 14,310 3,456,690 △4,815 3,451,875

セグメント利益 233,785 130,784 364,570 11,079 375,649 △176,328 199,321

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を含んでおり

ます。

２．セグメント利益の調整額は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年12月31日）

１株当たり四半期純利益 54円97銭 34円65銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 148,826 93,806

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（千円）
148,826 93,806

普通株式の期中平均株式数（株） 2,707,000 2,706,957

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 2025年８月29日

ダイワ通信株式会社 

取 締 役 会 　御 中  

 

有限責任監査法人トーマツ

　北 陸 事 務 所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 朽 木 利 宏

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大 枝 和 之

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイワ通信株式

会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（2023年10月１日から2023年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る訂正後の四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダイワ通信株式会社及び連結子会社の2023年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

その他の事項

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、

当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して2024年２月９日に四半期レビュー報告書を提出しているが、当該訂

正に伴い、訂正後の四半期連結財務諸表に対して本四半期レビュー報告書を提出する。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
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監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
  
（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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